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 ただいま紹介いただきました山田でございます。私からは、このテーマの趣旨について、

スライドを使って簡単に説明させていただきます。 
 まず、私どもがなぜこの研究に取り組んだかということについてです。私たちのこれま

での社会は、行政が税金に基づいて社会サービスを展開するという形、もうひとつは、企

業が市場からの利益でモノとサービスを提供するという形でした。かつては、こういう 2
つのセクターで社会的なサービスが行われていて、私どもの暮らしはおおむね事足りてい

たわけですが、この数十年の間に生活水準も上がり、問題も数多く出てくる中で、私たち

のニーズはどんどん拡大していきました。

それとともに、行政あるいは企業で埋めき

れない部分がどんどん広がっていきます。

これが現代社会の状態だろうと思います。

そして、そこにいろいろな問題が露呈され

てきました。そうなると、行政も企業もカ

バーできないその谷間を、だれが埋めるの

かということが大きな課題になります。 
 その解決策として、ひとつは、地域コミ

ュニティで対応していくということが挙げ

られます。それから、市民活動、NPOで対応し
それ以外に、疎外されたコミュニティも少しずつ

それらについても、考えていかなければならない

この谷間は、大きく広がっていくわけです。そ

持った部分であろうと思います。従いまして、

ないわけです。そうすると、だれが、どういう

になりますが、それは市民セクター、あるいは

すが、ここではパートナーシップセクターと表

す。 
 その中身をもう少し見てみましょう。ひとつ
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ていくということもあろうかと思います。

目に見えてきているような気がしますが、

状況にあると思います。いずれにしても、

の多くは、かなり公益性があり、公共性を

この部分は、皆で支えていかなければなら

方法で、それを支えるべきか、ということ

「第三のセクター」と言われているわけで

現し、協働で支える分野であるとしていま

１－１．コミュニティの自立が求められるわけ（状況）

＜行政＞
社会サービスの提供

＜市民＞

＜企業＞
モノとサービスの提供

＜市場＞

＜税金＞
＜利益＞

ニーズの拡大と限界 ニーズの拡大と限界

広がる谷間
誰が埋めるのか

＜パートナーシップセクター＞
への期待

＜支える＞ ＜支える＞

新たな問題・課題の出現

被疎外
コミュニティ

地域コミュニティ 市民活動

は、先ほど申し上げました、市民活動や

 



NPO などとコミュニティ組織が協働で支えていかなければならないということです。仙
台や盛岡のシンポジウムでも話題になりましたが、この２つが切れてしまっているという

のが現状です。地域の現場で、この二つがコミットしながら地域を支えていくという仕組

みが必要ではないかと思います。 
 もうひとつは、こういったものを動かし

ていくときに、単に行政の支援だとか、あ

るいはボランティアのサポートということ

だけではなく、パートナーシップ型の社会

的なビジネスとして運営していくという方

法を見出していかなければならないという

ことが明らかになってきたと思います。そ

れで、コミュニティの現場では、自立する

ためにどのような課題が挙げられるかとい

うことを、ここにまとめています。 
 ひとつは、新たなパートナーシップをつくり

ことです。もうひとつは、そのパートナーシッ

ていかなければならないということです。それ

ル・エコノミーという概念も必要であろうと思

ソーシャル・エンタープライズなど、組織の問

域は多様性を持っていますから、それぞれの自立

そのためには、経営・運営のノウハウや人材育

 こうしたことは、われわれの社会でこれまで

れからは、研究開発を含めた専門的な事柄につ

うと思います。今日、話題になっている中間支

が必要だろうと思います。それから行政も、従

くるということが課題として挙げられます。 
 これまで私どもが取り組んできた研究の成果

ど研究し、2005年に初めて報告しています。関
と共同で調査研究し、「広域地方政府化とコミュ

ルの報告をしています。その成果をもとに昨年

というタイトルの本の出版をしています。それ

という本を今年度、出版させていただきました

ィの自立と支援システム」の研究を進めていま

ほどご報告させていただきます。 
 次は、これまでの調査研究の成果の中で、地

プとはどういう形態ものであるのかについてま
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１－２．コミュニティと市民が置かれた状況
（新たな仕組み＝協働が求められている）

Ａ
地域（コミュニティ）の
協働で支えること

Ｂ
市民活動・NPOで
支えること

Ｃ
協働型ビジネスの

開発

行政・市民・企業などの役割と関係を見直す

住民

行政
企業

上げていかなければならないだろうという

プを支えていくコミュニティをつくり上げ

から、これを運営していくためのソーシャ

います。さらに、それを担っていくための

題も考えなければいけません。そして、地

の仕方を探していかなければなりません。

成が重要になります。 
蓄積されてこなかったことが多いので、こ

いてもサポートするシステムが必要であろ

援のシステムについても、そういった技術

来とは違った形での支援等が必要になって

ですが、NIRAから助成金を受けて 2年ほ
西社会経済研究所と東北開発研究センター

ニティの再生に関する研究」というタイト

度は『コミュニティ再生と地方自治体再編』

からさらに『コミュニティの自立と経営』

。現在は英国の調査も含めて「コミュニテ

す。今日は、その研究過程を含めて、のち

域のコミュニティに関わるパートナーシッ

とめたものです。コミュニティ組織は地域

 



のビジョンづくりを含む住民の意見を代弁するとか、あるいは地域サービスを提供する、

あるいは地域づくりを推進していく、それを維持していくための管理や経営、そして、ほ

かのセクターとの交渉などを行う力を備えて

いかなければいけません。そのためには中間

的な組織…これは NPO や中間支援組織だけ
ではなく、もう少し幅広く、これまで社会の

中に存在してきた組織から、中間組織として

の成長を期待する、特に専門的技術の提供な

どを期待する。それから行政についても、従

来とは違った対応の仕組みを考えなければい

けない、などの課題を挙げています。 

３－２．これまでの調査研究の成果と課題
（これからのコミュニティ協働のイメージ）

＜コミュニティ組織＞
１．住民意見の代弁
（ビジョン作りを含む）
２．地域サービスの提供
３．地域づくりの推進
４．組織の管理・運営
５．組織の経営
（６．外部との
連携・交渉）

＜行政＞
・協働による地域づくり
・住民ニーズの把握
・基本サービスの提供
・協働による協働のルール
づくり（条例を含む）
・組織の育成支援・環境づくり
・事業の委託

＜中間組織＞
（市民活動・地域の
公益的団体を含む）
・専門的知識・技術の提供
・協働による地域づくり
（分野別）
・関連サービスの提供と協働

＜住民＞
・組織を支える
・役割を担う

・サービスの享受
・ボランティア
・出資・寄付

課題：このような協働の関係が作れるか

 地域コミュニティの組織形態として、このようなモデルをつくってみました。従来のよ

うな地域の共助や行政の下請けというだけではなくて、自ら社会的事業や収益事業を展開

しながら組織を運営し、自治体や中間支援組

織の支援を得ながらコミュニティを維持して

いく、そういう組織体が必要ではないかと思

います。 
 このような方向を描き出した根拠として、

すでに我が国で展開している事例がいくつか

あります。あとで登場する新潟の細野もその

ひとつです。私どもは最初に、静岡県旧天竜

市の「夢未来くんま」という NPO 法人を訪
れました。ここでは、自分たちの収益事業の

成果からコミュニティを維持しています。連合町内会を NPO が経営していくという形が
見られます。こういった調査結果から、さきほど挙げていた課題やモデルを描き出したわ

けです。これ以外でも我が国には、コミュニティ自立のための萌芽的な事例がいくつか見

られます。 

基礎機能
（管理・運営機能）
・運営、経営、経

理、 庶務
・人材育成、交流
・危機管理、安全管
理ほか

（コミュニケーショ
ン機能）
・親睦・コミュニケ
ーション

収益事業機能
（コミュニティ・ビジネス）

社会事業型サービス機能

共助型サービス機能

基礎自治体

中間組織

（支援・促進）
（公的サービス）
（委託）

図 包括型コミュニティの構成

３－３．コミュニティ組織のイメージ例

 これは、NPO 法人「夢未来くんま」の組
織図です。全体としては 23 集落の協同で成
る、連合町内会的な、全戸加入に近い組織で

す。これがどのように運営されているかとい

うと、例えば、水車部は女性たちの活動です

が、そこから年間 7、8 千万円の収益が得ら
れ、その収益から高齢者のためのサービスや

街づくり、環境問題、交流事業などに再投資

しています。そういう経営型のコミュニティが存在しています。 

ＮＰＯ法人夢未来くんまの組織図
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 今の例は住民主体の取り組みでしたが、行政もこうした取り組みをしている事例がいく

つか見られます。そのひとつとして、「北上モデル」があります。コミュニティの再編にと

もなって施設の管理の形態を変えていく、あるいは、コミュニティへの財源の提供の仕方

を変えていく、などの工夫をしているケー

スがあります。「真岡モデル」も同じように、

コミュニティに対して従来とは異なった財

源の提供や支援の仕方を工夫しています。

それから、「滝沢モデル」では、組織が再編

と同時に提案制をとり、コンペティション

で優秀なところから順に財源を提供してい

くコンペ方式にしています。そのほか「安

塚・山岡モデル」の全町 NPO など、いく
つか見られますが、こういう取り組みが少

しずつ全国で展開されています。 

＜北上モデル＞
・コミュニティ単位の再編

・ビジョンづくりと支援NPO
（いわてNPOーＮＥＴサ
ポート）

・地区公民館の管理委託

・コミュニティ財源の再編

＜真岡モデル＞
（栃木県真岡市）

・必修事業と選択事業

・特認事業

＜滝沢モデル＞

（岩手県・滝沢村）

・自治組織の再編と提
案制度

・第３者機関による審
査と事業採択

＜安塚・山岡モデル＞
・全町NPO

３－４．これまでの調査研究の課題と成果
＜コミュニティ再生に向けての行政の取り組み＞

 次に、私どもが英国で学習した成果を並べました。 
 まず、国の地域施策、とくにコミュニティ施策の転換が必要であろうと思います。これ

については、あとで講演を聞いていただければ分かると思います。 
 次に、従来のパートナーシップとは少し違う、新たなパートナーシップが必要であると

思います。そして、それを技術的に支える中間支援システム・組織の形成が必要です。そ

して、ソーシャル・エコノミーが少しずつ浸透しています。それから、自治会とは違うコ

ミュニティ政府、つまり権限と財源を持ったパリッシュという組織づくりから学ぶべきも

のがあります。それから、社会的に支えるファンドが多様にありますから、そうしたもの

を取り込んでいくということも大事だと思います。 
 次の図は、今日、おいでいただいているコミ

ュニティ・ファーストが、どういう位置づけに

あるのかを示しています。 
 これが中央政府、それから地方政府とありま

すが、これは日本で言えば、東北地方や関東地

方という位置付けと考えればいいと思います。

その下にいくつか分かれていますが、それらは

カウンティ・カウンシルと呼ばれており、人口

は少し少ないかもしれませんが、概ね我が国で

言う県に近いものだと思います。それから市町村にあたる（かなり合併が進んでいるよう

ですが）ディストリクト・カウンシルと呼ばれている地方自治体があります。それから、

行政区などにあたるパリッシュというものがあります。これは自治会、あるいは学校区単

位の政府であると見ていいと思います。 

３－５．ＲＣＣの位置づけ

国 
（中央政府）

RCC(38)
Rural Community Council

州・県

市町村

行政区

National 
Government

County 
Council

District 
Council

Unitary

Regional 
Government地方政府

行政府 中間支援組織

Town 
Council

Parish

RCC Network(7)
SWANなど

ACRE
Action with Communities 
in Rural England

範域
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 コミュニティ・ファーストは、この図にある県のレベルの中間支援組織であり、さらに、

これをネットワークするエイカーという全国組織もあります。今日は、この話を中心に中

間支援システムの話を聞くことにしたいと思います。 
 次は、コミュニティ・ファーストが活躍し

ているウィルトシャー州という地域ですが、

ここは人口 50 万人ぐらいの農村を中心とし
た地域で、高齢化率もかなり高くなっていま

す。 

Wiltshire & Swindon
Population :  488,000

Aged 60+ : 115,000

Jobs:  Services 75%

Manufacturing 18%

Farming  3%

Others 4%

Urban centres – Salisbury & Swindon 

7 market towns.  

320+ villages 

Wiltshire is a very rural county

1 in 5 households have no access to car

 こうした概況と成果を踏まえ、今日、セミ

ナーで明らかにしたいことを次に挙げました

が、これは改めてパネルディスカッションの

際に、コーディネーターから話があると思い

ますので、見ていただく程度で終わりにした

いと思います。 
４．シンポジウムで明らかにしたいこと

・コミュニティの自立の方向・方法を

探る

・コミュニティの経営・運営

・パートナーシップのあり方

・中間支援の技術と仕組み

（人材養成を含む）

 以上、私のほうから、このセミナーの趣旨

とこれまでの研究の経緯・成果について述べ

させていただきました。本日はどうも、あり

がとうございました。 
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